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　このたび金束勲教授を韓国より招請し，　「韓国の最近の政治動向」につい
て2回にわたり講演をうかがった。金教授はかって本学大学院政治経済学研
究科政治学専攻を卒えられ修士号を取得，忠南大学校に復帰後，たx・ちにウ
エスタン・ミシガン大学の客員教授として政治学の研究にあたられ一層の造
詣を深められた方である。講演は日本語によって進められ自由な立場から同
国の政治動向を適確に解説，分析され，躍進する韓国経済に対応する韓国政治
を解り易く展開された。1992年11月6日の第1回目の講演日は折りしも韓国大
統領の選挙の運動期間中であって聴講者にとっても予備知識のあるテーマ
であり，極めて興味深い講演であった。第2講のテーマは，同国の地方自
治の実態についてであった。例えば地方議会の政党化の是非，市長選挙の
実態等，わが国と同じく底辺に様々な問題点が伏在している。教授は，韓国
地方自治学会副会長の要職にあり，いわば地方自治のアトバイザーの立場に
あるために，全国的な傾向と部分的特殊例を存分に開陳され，講演の後も質
疑応答を熱心にこなして載いた。
　〔大統領直接選挙制か内閣責任制か〕
　全斗換大統領体制の第5共和制（1980年～1987年）の末期，政府与党の民
主正義党（民正党）は，従来の大統領制を内閣責任制にと憲法の改正を行おうとし
たが，野党，在野勢力，学生運動の側から，即時反対の決議が出され，さらに従
来の与党勢力の基盤とされた大統領間接選挙人団による間接選挙を改めて，
大統領直接選挙制が提起された。内閣責任制は，大統領は国家元首の職に就
くが，首相が実質的な統治権を掌握するという制度であった。この両者主張
を譲らない抗争は，流血の惨事にまで拡大し，遂に全斗換大統領は，この内
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閣責任制度を撤回し，従来のような方式で大統領選挙を実施するとした。民
正党の大統領候補に推された盧泰愚（ノ・テウ）は1988年国会議員選挙の後
で内閣責任制を採ると表明した。これに対し民主党総裁金泳三と民推協議会
議長金大中は，これに反対，再び反政府運動は激化した。
　かくて，ノ・テウ民正党代表は，大統領直接選挙制，拘束中の金大中の釈
放を次々と表明，国民から大歓迎された。こうして与党の民正党と野党の民
主党は大統領直接選挙制を主旨とする憲法改正案についての見解が一致した。
国会で審議され，国民投票で圧倒的賛成多数で通過した。
　第13代大統領選挙は，民正党のノ・テウ，民主党キム・ヨンサム，平民党
キム・テチュン，共和党のキム・チョングピルが立候補し，それぞれノ・テ
ウ35．9％，キム・ヨンサム27．5％，キム・テチュン26．5％，キム・チョング
ピル7．9％と得票，ノ・テウが大統領に1988年2月25日就任した。
　韓国の1949年7月4日法律第32号をもって公布された地方自治法（8月15
日施行）で規定する地方公共団体の組織及び選挙形態は，第2次大戦以前の
日本の地方制度に類似している。その後改正が繰返され，現行制度は，1991
年に改正されたものである。
　地方自治法（1988．4．6，法律第4004号をもって改正：第7次）は，これま
で地方自治法を形骸化させた「地方自治に関する臨時措置法」の廃止ととも
に，全文が改正されたものである。この地方自治法の特質および地方自治の
欠陥をまとめてみると，次のようである。
　（1）地方団体の種類は，普通地方自治団体と特別地方自治団体の2種に分け
られる。普通地方自治体は，広域地方自治体の特別市・直轄市・道，基礎自
治団体の市・郡・区（特別市と直轄市に限る）に大別した2層制である。特
別地方自治団体としては，地方自治団体の組合，地方教育自治団体がある。
　（2）地方自治体の機能が，従来の包括的な概括主義から包括的な列挙主義に
変えられた。
　（3）地方自治体の首長の選挙方法は，地方自治法に定められておらず，付則
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において別途の法律で定めるまで政肩がこれを任命するとされている。
　（4）地方団体の固有事務が3割程度に過ぎず，7割程度が中央委任事務であ
る。さらに，委任事務のなかで8割程度が機関委任事務に占められている。
たとえば，地方団体の予算編成において，内務大臣は関係省庁の意見を聞い
て基本方針を定めて地方団体に伝達する。都市計画に関する事項にっいては
地方議会がこれを審議する権限を有しない。
　（5）地方議会の議員は，基本的に無報酬の名誉職である。
　（6）首長の議会に対する解散権および議会の首長に対する不信任議決権は認
められていない。
　（7）主務大臣は，地方自治体の首長の命令や処分に法令に違反し，または公
益に反すると判断された場合，その是正を命令したり，取消または停止させ
ることができる。
　（8）地方自治体間の関係が，平等な関係ではなく，階層制の上下関係である。
っまり，基礎自治体の条例や命令は広域自治体のそれに違反してはならない。
　1991年3月26日，基礎自治体の市・郡・区議会の議員選挙が行われた。引
き続き，6月20日には広域自治体の特別市・直轄市・道議会の議員選挙が行
われた。
　今後の地方自治制の課題
　地方自治の健全な発展のために解決すべき課題を指摘すると，次のようで
ある。
　第1課題は，地方自治体の首長選挙を早い内に実施し，責任政治および責
任行政を行うことである。
　第2に，地方議会の議員が能率的に活動できるように人的・財的保障が必
要である。
　第3に，中央に集中した権限を地方に分散し，自治権を拡大することであ
る。
　第4に，政治指導者および中央官僚の「地方自治」に対する意識の変化が
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求められる。
　第5に，地方議会の議員の資質向上が求められる。
　第6に，政治の民主化および政党の地方自治に対する干渉を排除すること
である。
　以上，地方議会運営を1年間見守りながら，その問題点および解決すべき
当面課題を指摘してみた。もっとも，地域住民の自治意識が益々向上しっつ
あることをみると，韓国の地方自治の将来は決して暗いとは言えないであろ
う。
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